
都議会公明党 東京都議会議員都議会公明党 東京都議会議員

加藤まさゆき通信加藤まさゆき通信
2016年2016年

ご意見、ご要望を
お寄せください。

〒131-0044 東京都墨田区文花2-16-10 TEL.03-5247-1833 FAX.03-6730-1666

東京都議会議員 加藤まさゆき都議会公明党

新春号新春号

　民間バスでは都内で初となる車道平行型広告付き上
屋が平成27年11月に誕生しました。
　そこで、改めて都バスでの採用を求めたところ、導入
に向けた準備として設置場所の選定調査をしていること
を明らかにしました。
　また、税金や利用者負担の必要のない手法も検討し、
広告付き上屋整備を促進していきます。

　少子高齢化、人口減少が課題とな
る中、活気あふれたまちづくりを進
めるためには、規制緩和などで民間
の動きを活発にして都市づくりを進
め、地域課題を解決していくことが

必要と主張しました。
　知事は、今後も民間の創意工夫を
引き出しながら、多様な魅力と活力
ある拠点形成を進め、世界一の都市・
東京を実現していくと述べました。

平成２７年東京都議会第４回定例会（12/1～12/16）報告
加藤まさゆき都議は、本会議の一般質問に立ち、活気あふれるまちづくり、単身高齢者
や障がい者支援などの福祉施策、教育施策などの課題に対し、現場調査を踏まえた
提案を交えながら論戦を展開しました。（1面・4面）

　都議会公明党のかねてからの主
張で、28年度より都立高の在京外
国人枠が区部に2校新たに設置さ
れることになりました。これにより既
設も含め5校すべてが区部に設置
されることになります。遠距離通学
や受検意欲の低下問題などもある
ことから、多摩地域にも外国人枠入
試の設置を求めました。

　都は、公立中学校に在籍する外
国人生徒の動向、既設校の入学者
選抜の応募状況、応募生徒の居住
地の状況を見ながら、設置に向けて
検討を進めていきます。

　都立墨東病院は、救急医療や周
産期医療などを担う総合病院とし
て、外来患者が1日約1,100名、入院
患者が1日約600名を超えるなど、
医療従事者にとって厳しい勤務環
境にあります。
　そこで、医師の事務補助者に加え

て、看護師にも補助者を配置するよ
う求めました。
　都は今後、多摩総合医療センタ
ーでモデル的に導入した看護補助
者の状況を検証し、勤務環境の整
備・充実に努めていきます。

　江戸東京博物館周辺では、平成28年以降、北斎美術
館や刀剣博物館などがオープンし、文化振興の充実と
ともに地域の魅力向上が期待されています。
　そこで、都としても地域が誇る文化資源を有効に活用
されるよう積極的な支援を求めました。
　都は今後、新たに開始した助成制度を活用して、特徴
的な文化資源を持つ地域との連携を深めて地域の魅力
向上に努めていきます。

　在宅で生活する重症心身障がい児（者）を支えていく
ため、通所施設やショートステイ施設を増やすよう求め
ました。
　都は、今年度から3年間で130人分の定員増を目標に
掲げ、施設整備費の特別助成を行うなどして通所施設の
設置を促進していますが、今後も、区市町村と連携して
支援の充実に取り組んでいきます。

　都は現在、居住困難者の住まい支援を進めるため、区
市町村には財政支援を行っています。
　しかし、生活支援等の実施主体は民間団体であるた
め、都も直接民間団体に財政支援を行って、住まい支援
の取り組みを充実させていくよう求めました。
　都は今後、民間団体が行う住まい確保と生活支援の優
れた取り組みを直接応援し、より多くの民間団体が効果
的な取り組みを行っていけるよう支援していきます。
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本会議で質問に立つ加藤まさゆき都議

「すみだトリフォニーホール入口」のバス停 すみだ北斎美術館の予想図

墨田区内の通所施設で意見交換 支援拠点も兼ねる地域のサロンスペース

墨東病院で院長らから説明を受ける



▼

　都議会公明党はこれまで、2020年東京大会の
成功に必要不可欠な新国立競技場が、大会の準
備にきちんと間に合うように完成し、大会後も多
くの都民が利用する価値あるレガシーを残す存
在となることを強く要望してきました。

　都は、財政負担について、国と分担し合う対
象経費を明確化し、物価高騰や消費税率の変
更以外に、都の負担が青天井に増加する要素
はないとしています。また今後、国において、日
本スポーツ振興センター法の改正など、必要な
法的措置を講じることとなっています。

　舛添都知事は先ごろ、新国立競技場整備費と
して、395億円負担することで国側と合意しまし
た。負担を決断するにあたり、都として以下の点
を考慮しました。
●新国立競技場は、2020年大会のメインスタ
　ジアムとして、極めて重要な施設であり、大会
　後、多様なレガシーを東京にもたらすこと
●新国立競技場の整備は、国が責任を持って
　行うことだが、都として、大会の成功と大会後
　にもたらされる便益などを踏まえ、整備プロ
　セスを前進させることが重要であること
●財政負担に当たっては、対象経費を明確化し、
　物価騰貴や消費税率の変更以外に、都の負
　担が増加する要素はないこと

　パラリンピックの機運醸成のため、都はリオ大
会の生中継を飲食しながら楽しむ『ライブサイト』
を上野恩賜公園、昭和記念公園、そして被災県で
開催することを、都議会公明党の提案を受けて決
定しました。各会場ではパラリンピック競技体験
等も行うとともに、臨場感あふれる大画面を通じ
て、パラリンピックの感動・興奮を体験できるよ
う、工夫していきます。

　パラリンピック・ロンドン大会の機運が高揚した
大きな要因の一つが、障がい者の参画を前面に打
ち出した大会運営にあったと言われています。
　2020年パラリンピック東京大会では、多くの障
がい者の方々が、選手や観客としてだけでなく、リ
ポーターや会場アナウンサーなど多様な分野のス
タッフとして活躍できる大会にすべきです。
　都は、障がい者スポーツやパラリンピックに理
解の深いボランティアの育成に加え、障がいのあ
る人もない人も大会運営やボランティアに参加し
やすい環境づくりに積極的に取り組んでいきます。

知事に要望書提出
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委託契約で最低制限価格を導入
　事業者の中長期的な育成・確保をはじめ、契約の透
明性、競争性、品質の確保を図るには、業務委託にお
いて最低制限価格制度を導入する必要があります。
　都は発注者として、業務委託における総合評価方
式の拡大を図
るとともに、最
低制限価格制
度を導入する
方向で検討に
入ります。

来年度予算で知事に要望
　来年度予算編成に関する要望書を舛添知事に手渡
しました。（平成27年12月17日）
　特に、都市外交の積極的な推進、2020年大会に向
けた万全な準備、都市型水害対策、子育て支援、特別
支援教育の教
育環境整備、舟
運の活性化など
を 要 請しまし
た。
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一人ひとりが輝く社会実現へ!!「東京の都市改革」に必要な施策を展開

認知症グループホームの利用者
負担軽減を求める
　認知症グループホームの利用者負担軽減に向けた
さらなる取り組み強化を求めました。
　都は、今後、都独自の整備費補助のさらなる拡充を
検討し、地域支援事業による家賃助成の実施を区市町
村に強く働きかけます。

◆水害対策として近隣県への
　広域避難を検討
　大規模水害が発生した場合、区部東部の地域などは、都心部
よりも千葉県や埼玉県に避難した方が早く避難できることか
ら、千葉県、埼玉県と広域避難について協議を進めるべきです。
　都は、広域避難の仕組み作りのため、避難場所や収容人員の
把握など、都内自治体との意見交換を始めました。今後、近隣
県への広域避難についても検討されます。

◆ポンプ所の耐水化を
　レベルアップへ
　東京の東部低地帯は、大規模水害に見舞われた場合、
ポンプの力をかりないと雨水を排水できない地形となって
いるため、いざという時でも雨水ポンプ施設の非常用電源
設備が稼働するよう、高潮の想定高より高い位置に設置する
よう求めました。
　都は、地域特性を考慮し、万一に備えてレベルアップが
必要な施設を検討します。

◆断水情報を地図情報として
　ホームページに掲載
　震災時により便利で分かりやすい断水情報や復旧情報を
提供するよう求めました。
　都は、断水の範囲や復旧状況等を地図情報としてホームページ
に掲載するなど、多様な情報発信方法を検討し、28年度から
反映していきます。

看護師確保対策の充実を求める
　各病院で不足する看護師確保対策として、都の就業相
談拠点となっている「東京しごとセンター」などの就業相
談窓口と東京都ナースプラザの連携を提案しました。
　都は、今後、東京しごとセンターとナースプラザの連携
についても検討し、看護師の再就業支援の充実を図って
いきます。

対策災防

　空き家を地域活性化に役立つ用途に転用する場合の改
修や、共同住宅の上層階における空き家対策のための共用
部分バリアフリー化促進支援策など、新たな空き家活用支
援策を都に求めました。
　都は、地域住民の交流の場など、地域の活性化に資する
施設に改修する費用の助成を検討するとともに、共同住宅
のストック有効活用を図る観点から、既存住宅のバリアフ
リー化などの改修工事に対する支援の在り方も検討してい
きます。

対策屋き空

策施祉福
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